
議案第５８号 

   米原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例について 

 米原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める条例

の一部を改正する条例を別紙のとおり制定することについて議会の議決を求める。 

  

  平成３０年６月４日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 

  

  

      提案理由 

 介護保険法施行規則等の一部を改正する等の省令（平成30年厚生労働省令第30号）の施行に

伴い、改正の必要を認めたため、この案を提出するものである。



米原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める

条例の一部を改正する条例 

 

米原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める条例

（平成25年米原市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

   

第３条の２第２項中「法人」の次に「または病床を有する診療所を開設している者（複合型

サービス（介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第17

条の12に規定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請を行う場合に限

る。）」を加える。 

第５条第１号中「定める者」の次に「（施行規則第22条の23第１項に規定する介護職員初任

者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。 

第16条中「介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）」

を「施行規則」に改める。 

第46条第１項中「定める者」の次に「（施行規則第22条の23第１項に規定する介護職員初任

者研修課程を修了した者に限る。）」を加える。 

第59条の９第４号、第59条の10第５項および第59条の20の３中「指定地域密着型通所介護従

業者」を「地域密着型通所介護従業者」に改める。 

第61条第１項中「併設されていない事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をい

う。」の次に「以下同じ。」を加える。 

第190条中「第17条の10」を「第17条の12」に改める。 

 

   付 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



米原市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備および運営に関する基準等を定める条例新旧対照表（改正理由） 

改正後 現 行 改正理由 

   第１章の２ 指定地域密着型サービス事業者の

指定 

   第１章の２ 指定地域密着型サービス事業者の

指定 

 

第３条の２ 略 第３条の２ 略  

２ 法第78条の２第４項第１号の条例で定める者は、法

人または病床を有する診療所を開設している者（複合

型サービス（介護保険法施行規則（平成11年厚生省令

第36号。以下「施行規則」という。）第17条の12に規

定する看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係る

指定の申請を行う場合に限る。）とする。 

２ 法第78条の２第４項第１号の条例で定める者は、法

人とする。 

 

・指定地域密着型サービス事業者の指定の申請者の資格 

 要件に法人でない者が追加されたことに伴う改正 

３ 略 ３ 略  

 (指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護)  (指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護)  

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護においては、次に掲げる

サービスを提供するものとする。 

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護においては、次に掲げる

サービスを提供するものとする。 

 

 (１) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供に当たる介護福祉士または法第８

条第２項に規定する政令で定める者（施行規則第22

条の23第１項に規定する介護職員初任者研修課程

を修了した者に限る。）をいう。以下この章におい

て同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して行

う日常生活上の世話（以下この章において「定期巡

回サービス」という。） 

 (１) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供に当たる介護福祉士または法第８

条第２項に規定する政令で定める者をいう。以下こ

の章において同じ。）が、定期的に利用者の居宅を

巡回して行う日常生活上の世話（以下この章におい

て「定期巡回サービス」という。） 

 

 

・介護員養成研修の課程として新たに生活援助従事者研 

 修課程が追加されたことに伴い、指定定期巡回・随時 

 対応型訪問介護看護を提供する者の範囲を限定するた 

 め、追加する。 



 (２)～(４) 略  (２)～(４) 略  

 (法定代理受領サービスの提供を受けるための援助)  (法定代理受領サービスの提供を受けるための援助)  

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の

開始に際し、利用申込者が施行規則第65条の４各号の

いずれにも該当しないときは、当該利用申込者または

その家族に対し、居宅サービス計画（法第８条第24項

に規定する居宅サービス計画をいう。）の作成を指定

居宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して届け

出ること等により、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の提供を法定代理受領サービスとして受ける

ことができる旨を説明すること、指定居宅介護支援事

業者に関する情報を提供することその他の法定代理

受領サービスを行うために必要な援助を行わなけれ

ばならない。 

 

第16条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の

開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則（平成

11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）第

65条の４各号のいずれにも該当しないときは、当該利

用申込者またはその家族に対し、居宅サービス計画

（法第８条第24項に規定する居宅サービス計画をい

う。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依頼する旨

を市に対して届け出ること等により、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供を法定代理受領サー

ビスとして受けることができる旨を説明すること、指

定居宅介護支援事業者に関する情報を提供すること

その他の法定代理受領サービスを行うために必要な

援助を行わなければならない。 

 

 

・第３条の２第２項に定義を規定することに伴う改正 

 (指定夜間対応型訪問介護)  (指定夜間対応型訪問介護)  

第46条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応

型訪問介護においては、定期的に利用者の居宅を巡回

して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において

「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者

の心身の状況、その置かれている環境等を把握した上

で、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基

に訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当

たる介護福祉士または法第８条第２項に規定する政

第46条 前条に規定する援助を行うため、指定夜間対応

型訪問介護においては、定期的に利用者の居宅を巡回

して行う夜間対応型訪問介護（以下この章において

「定期巡回サービス」という。）、あらかじめ利用者

の心身の状況、その置かれている環境等を把握した上

で、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基

に訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当

たる介護福祉士または法第８条第２項に規定する政

 

 

 

 

 

 

 

 



令で定める者（施行規則第22条の23第１項に規定する

介護職員初任者研修課程を修了した者に限る。）をい

う。以下この章において同じ。）の訪問の要否等を判

断するサービス（以下「オペレーションセンターサー

ビス」という。）およびオペレーションセンター（オ

ペレーションセンターサービスを行うための次条第

１項第１号に規定するオペレーションセンター従業

者を置いている事務所をいう。以下同じ。）等からの

随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介護（以下

この章において「随時訪問サービス」という。）を提

供するものとする。 

令で定める者をいう。以下この章において同じ。）の

訪問の要否等を判断するサービス（以下「オペレーシ

ョンセンターサービス」という。）およびオペレーシ

ョンセンター（オペレーションセンターサービスを行

うための次条第１項第１号に規定するオペレーショ

ンセンター従業者を置いている事務所をいう。以下同

じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応型

訪問介護（以下この章において「随時訪問サービス」

という。）を提供するものとする。 

・介護員養成研修の課程として新たに生活援助従事者研 

 修課程が追加されたことに伴い、指定夜間対応型訪問 

 介護を提供する者の範囲を限定するため、追加する。 

２ 略 ２ 略  

 (指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針)  (指定地域密着型通所介護の具体的取扱方針)  

第59条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

第59条の９ 指定地域密着型通所介護の方針は、次に掲

げるところによるものとする。 

 

 (１)～(３) 略  (１)～(３) 略  

 (４) 地域密着型通所介護従業者は、指定地域密着型

通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うこと

を旨とし、利用者またはその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように説明を

行うものとする。 

 (４) 指定地域密着型通所介護従業者は、指定地域密

着型通所介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行う

ことを旨とし、利用者またはその家族に対し、サー

ビスの提供方法等について、理解しやすいように説

明を行うものとする。 

・介護保険法施行規則の改正による定義の規定に伴う 

 改正 

 

 (５)・(６) 略  (５)・(６) 略  

 (地域密着型通所介護計画の作成)  (地域密着型通所介護計画の作成)  

第59条の10 略 第59条の10 略  



２～４ 略 ２～４ 略  

５ 地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用者に

ついて、地域密着型通所介護計画に従ったサービスの

実施状況および目標の達成状況の記録を行う。 

５ 指定地域密着型通所介護従業者は、それぞれの利用

者について、地域密着型通所介護計画に従ったサービ

スの実施状況および目標の達成状況の記録を行う。 

・介護保険法施行規則の改正による定義の規定に伴う 

 改正 

 

 (準用)  (準用)  

第59条の20の３ 第９条から第13条まで、第15条から第

18条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から第38

条まで、第41条、第53条および第59条の２、第59条の

４、第59条の５第４項ならびに前節（第59条の20を除

く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第９条第１項中

「第31条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程

（第59条の12に規定する運営規程をいう。第34条にお

いて同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通所

介護従業者」という。）」と、第34条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型

地域密着型通所介護従業者」と、第59条の５第４項中

「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業

者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間および深夜に

指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する

場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設

備を利用し、夜間および深夜に共生型地域密着型通所

第59条の20の３ 第９条から第13条まで、第15条から第

18条まで、第20条、第22条、第28条、第34条から第38

条まで、第41条、第53条および第59条の２、第59条の

４、第59条の５第４項ならびに前節（第59条の20を除

く。）の規定は、共生型地域密着型通所介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第９条第１項中

「第31条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程

（第59条の12に規定する運営規程をいう。第34条にお

いて同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護

の提供に当たる従業者（以下「共生型地域密着型通所

介護従業者」という。）」と、第34条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「共生型

地域密着型通所介護従業者」と、第59条の５第４項中

「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事業

者が第１項に掲げる設備を利用し、夜間および深夜に

指定地域密着型通所介護以外のサービスを提供する

場合に限る。）」とあるのは「共生型地域密着型通所

介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設

備を利用し、夜間および深夜に共生型地域密着型通所

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



介護以外のサービスを提供する場合」と、第59条の９

第４号、第59条の10第５項および第59条の13第３項中

「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地

域密着型通所介護従業者」と、第59条の19第２項第２

号中「次条において準用する第20条第２項」とあるの

は「第20条第２項」と、同項第３号中「次条において

準用する第28条」とあるのは「第28条」と、同項第４

号中「次条において準用する第38条第２項」とあるの

は「第38条第２項」と読み替えるものとする。 

介護以外のサービスを提供する場合」と、第59条の９

第４号、第59条の10第５項および第59条の13第３項中

「指定地域密着型通所介護従業者」とあるのは「共生

型地域密着型通所介護従業者」と、第59条の19第２項

第２号中「次条において準用する第20条第２項」とあ

るのは「第20条第２項」と、同項第３号中「次条にお

いて準用する第28条」とあるのは「第28条」と、同項

第４号中「次条において準用する第38条第２項」とあ

るのは「第38条第２項」と読み替えるものとする。 

 

 

・介護保険法施行規則の改正による定義の規定に伴う 

 改正 

 

 (従業員の員数)  (従業員の員数)  

第61条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老

人ホーム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和

38年法律第133号）第20条の５に規定する特別養護老

人ホームをいう。以下同じ。）、同法第20条の４に規

定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健

施設、介護医療院、社会福祉施設または特定施設をい

う。以下この条において同じ。）に併設されていない

事業所において行われる指定認知症対応型通所介護

をいう。以下同じ。）の事業を行う者および併設型指

定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併

設されている事業所において行われる指定認知症対

応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以

下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者」

という。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・

併設型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）

第61条 単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老

人ホーム等（特別養護老人ホーム（老人福祉法（昭和

38年法律第133号）第20条の５に規定する特別養護老

人ホームをいう。以下同じ。）、同法第20条の４に規

定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健

施設、介護医療院、社会福祉施設または特定施設をい

う。以下この項において同じ。）に併設されていない

事業所において行われる指定認知症対応型通所介護

をいう。）の事業を行う者および併設型指定認知症対

応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設されてい

る事業所において行われる指定認知症対応型通所介

護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・併設

型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）ごと

 

 

 

 

 

 

 

 

・定義した用語を以後も同じ意味で用いるため、追加する

 改正 



ごとに置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 に置くべき従業者の員数は、次のとおりとする。 

 (１)～(３) 略  (１)～(３) 略  

２～７ 略 ２～７ 略  

   第９章 看護小規模多機能型居宅介護    第９章 看護小規模多機能型居宅介護  

    第１節 基本方針     第１節 基本方針  

第190条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サ

ービス（施行規則第17条の12に規定する看護小規模多

機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看

護小規模多機能型居宅介護」という。）の事業は、指

定居宅サービス等基準第59条の規定に相当する県基

準条例の規定に規定する訪問看護の基本方針および

第81条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方

針を踏まえて行うものでなければならない。 

第190条 指定地域密着型サービスに該当する複合型サ

ービス（施行規則第17条の10に規定する看護小規模多

機能型居宅介護に限る。以下この章において「指定看

護小規模多機能型居宅介護」という。）の事業は、指

定居宅サービス等基準第59条の規定に相当する県基

準条例の規定に規定する訪問看護の基本方針および

第81条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方

針を踏まえて行うものでなければならない。 

 

・介護保険法施行規則の引用条項の修正 

 


